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次の感染症有事に備えた平時の準備
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事業者（経済界）における平時の体制整備

 既存のBCPの想定を超えたコロナ禍により事業継続が困難に（パンデミックを想定できず）
 世界規模でもたらされたサプライチェーンの分断（様々な物資・製品の供給が停滞）

①オールハザード型BCPへの転換

 企業は「オールハザード型」BCPの整備を進めるべき

 地震や台風といった個別事象毎にBCPを整理するのではなく、
非常事態の発生によって「結果として生じる事象」に着目し、
事業継続の方策を整理

 非常事態時に優先すべき業務を明確にし、事業継続の備えを
万全に（設備投資・備蓄等）

②サプライチェーンの強靭化

 企業はサプライチェーン全体の強靭化に向けた取組みを加速
すべき

 ①多元化、②可視化、③一体化の３つの取組みによってサプ
ライチェーンの強靭化を推進

企業が実行すべきアクション

コロナ禍が浮き彫りにした課題

出典：経団連提言「非常事態に対してレジリエントな経済社会の構築に向けて」(2021年3月)

新型コロナウイルスが社会の脆弱さを浮き彫りにした今こそ、非常事態（パンデミッ
クや大規模自然災害などあらゆる有事）に強く、早期の事態収束・復旧を可能とする
社会の体制・仕組みづくり、すなわち「レジリエントな経済社会」の構築が必要。
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政府における平時の体制整備－司令塔機能の実装

統括庁が国立健康危機管理研究機構等と協力し、感染症の流行に対処するた
めの司令塔機能を発揮することを経済界は期待。

国立健康危機管理研究機構からの公衆衛生、医学等の観点の知見の提供や
助言、経済学・法学・社会科学等の専門家の知見を集約し、効果的な感染
対策を講じつつ、社会経済活動への影響を最小限に抑えるための調整

長期的な視点に立ったキャリア形成による、科学的知見を活用し政策立案
を行う感染症対策のエキスパートの育成（外部からの専門人材の登用含
む）

地方自治体に対する緊急時の直接的な強い指示、国立健康危機管理研究
機構や地方自治体との役割と責任の明確化

感染症対応に係る国際協調を行うための、WHO等の国際機関や各国の感
染症対策の司令塔との情報や知見の共有、連携

出典：経団連提言「司令塔機能を強化し、新たな感染症に備える」(2022年11月)

統括庁が果たすべき役割
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政府における平時の体制整備－必要物資の確保

出典：経団連提言「司令塔機能を強化し、新たな感染症に備える」(2022年11月)を一部改変

• 緊急時に医薬品や医療
物資等の必要物資を迅
速に供給できるように
することが重要

• 政府は医薬品、医療機
器等の確保のため、緊
急時に国から事業者へ
の生産要請・指示等を
できる枠組みの整備を
推進

• 緊急時には全国の医療
機関における必要物資
の確保状況の把握が不
可欠

特定の医薬品の製造や医療物
資増産のために必要な手続に
ついて、柔軟な対応が重要。

官民の意思疎通を円滑にし、
緊急時に事業者の事業活動を
過度に圧迫したり、実現困難
な増産要請をしたりすること
にならないよう、あらかじめ
体制を整備すべき。

医療機関等情報支援システム
（G-MIS)の有用性について評
価・検証を行い、将来の感染
症に備え、必要であれば充実
を図るべき。

必要物資の確保に向けた
規制対応

事業者への措置の
柔軟化

必要物資の
確保状況の把握

医薬品や医療物資について、感染症の拡大等による急激な需要拡大に備え、
政府による十分なインセンティブ・公的支援のもと、必要物資の戦略的備蓄
を進め、平時からサプライチェーンの強靭化を推進することが必須。
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政府における平時の体制整備－環境整備

医療機関と患者の受入
れのミスマッチ解消

都道府県と医療機関との協定に基づ
く措置の実施に向け、履行状況のレ
ビュー徹底が不可欠

水際対策の意思決定の
迅速化

省庁間・専門家と政府との連携を見
直し、様々な感染症に適切な対策を
迅速に決定できる体制作り

ワクチン接種の拡大

感染拡大期に十分なスピードで混乱
なく接種できるよう、接種の担い手
の確保、平時の接種とは別枠での接
種の拡大等に関する仕組みの構築

国民への情報提供の
充実

感染症対策に関わる情報の集約、信
頼性の高い情報の迅速で分かりやす
い提供が不可欠（広報官の設置）

出典：経団連提言「司令塔機能を強化し、新たな感染症に備える」(2022年11月) ５



医療体制の逼迫を背景に、緊急事態宣言・まん延防止等重点措置の下、
• 市民の外出自粛
• 飲食店等の営業時間短縮
などの政策を、場合によっては制裁を伴う「要請」として実施。

コロナ禍の対応

私権制限のあり方や、その発動の要件などについて、エビデンスベースで議
論したうえで決定。

法の運用をめぐり、行政措置の必要性や相当性、安全確保や個人の尊重等の視点
からの議論が不十分であった可能性。

コロナ禍の対応

対策の内容や決定プロセスの合理性を検証、必要に応じた法整備。

私権制限の妥当性や効果の事後検証。

私権制限のあり方の見直し

感染症対策に関する法制度の整備

必要なこと

必要なこと

出典：経団連提言「司令塔機能を強化し、新たな感染症に備える」(2022年11月)

政府における平時の体制整備－感染拡大への対応の見直し
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政府における平時の体制整備－医療DXの推進

医療DXの
推進による

国民の健康増進
と医療の効率化

マイナンバーカードの健康保険証としての利用促進。
マイナポータルを通じた自身の健康・医療情報の閲覧、利用
（民間事業者のパーソナルヘルスレコードなどの仕組みと連携
した、個人が医療情報を利活用しやすい環境整備が重要。）

国による、マイナンバーをキーとしたワクチン接種記録を含
む健康・医療情報の一元管理。

「全国医療情報プラットフォーム」の一刻も早い構築。

感染者の
情報収集・
集計・連携
の効率化

 HER-SYSの導入にもかかわらず、医療機関によってはファ
クシミリの利用を継続したことを教訓に、医療機関と保健所
において、感染者の情報収集・集計・連携を効率的に行うた
めの情報システムの整備が必要。

オンライン診療
の普及

コロナ禍において、初診からのオンライン診療が認められる
など、要件緩和が実現。一層の利用拡大を期待。

オンライン診療に関する国民の理解醸成を進めるとともに、
医療機関もオンライン診療に積極的に対応すべき。

診療前相談における健康・医療データの活用促進が重要。

出典：経団連提言「司令塔機能を強化し、新たな感染症に備える」(2022年11月) ７



感染拡大防止と社会経済活動の

両立を図るために
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感染症対策ガイドラインについて

 政府は、各業種別ガイドラインを合理的な内容に見直せるよう、最新情報（専門家の提言、政
府事務連絡、業種別ガイドラインの改訂事例等）を踏まえ、計７回にわたり、見直しのための
ポイントをまとめた。

 経団連の「オフィス(製造事業場)における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」に
ついても、感染症に関する知見の集積に応じて記述を適正なものに変更してきた。

政府の見直しのポイントに基づき記述を合理化

次なる感染症に備えた感染症対策ガイドラインのあり方

新型コロナウイルス禍のもとでは、経済団体・業種団体が、専門家の監修を得て、
関係省庁と協議のうえで、業種別ガイドラインを策定した。「感染拡大防止と社会
経済活動の両立」を図るため、業種ごとに適切な感染防止策を示すことが趣旨。

 2023年５月時点で、195個の業種別ガイドラインが存在。

経団連としては、オフィスや製造事業場において業種横断的に参照すべき事項に関
し、ガイドラインを策定。2020/5/14に公表。知見の集積に応じ、適宜記述を改訂。

 基盤となる対策は、政府が専門家の知見を踏まえ、政府としてガイドラインを策定すべき。
 その際、盛り込む対策は、コロナウイルス感染症で実施した対策（ロックダウン・テレワー

ク・アクリル板等）について、効果を科学的に検証したうえで、真に有効的な対策とすること
が重要。

 換気の仕方など、業種別にユニークな対策については、専門家の知見などにより業種別団体が
説明責任を果たすことができる範囲で、業種別団体が策定すべき。
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参考資料
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資料：厚生労働省「国立健康危機管理研究機構について」

国立健康危機管理研究機構の機能
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資料：厚生労働省「感染症法等の一部を改正する法律案について」

感染症対策物資等の確保に係る法的枠組みの整備等
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重要物資の安定的な供給の確保（経済安全保障推進法）

法律の趣旨

 国民の生存や、国民生活・経済に甚大な影響のある物資の安定供給の確保を図ることは重要。
 重要な物資の安定供給確保を講じる制度を整備する必要。
 政府は安定供給を確保すべき物資を指定。所管大臣は民間事業者が策定した供給確保のため

の計画を認定し支援措置を実施。民間への支援では対応が難しい場合には特別の対策を措置。

第２章：重要物資の安定的な供給の確保に関する制度（ポイント）

国民の生存や、国民生活・経済活動に甚大な影響のある物資の安定供給の確保を図るため、特定重要物資の
指定、民間事業者の計画の認定・支援措置、特別の対策としての政府による取組等を措置する。

特定重要物資の指定
• 国民の生存に必要不可欠又は国民生活・

経済活動が依拠している物資で、安定供
給確保が特に必要な物資を指定

事業者の計画認定・支援措置
• 民間事業者は、特定重要物資等の供給確

保計画を作成し、所管大臣が認定
• 認定事業者に対し、安定供給確保支援法

人等による助成等の支援

政府による取組
• 特別の対策を講ずる必要がある場合に、

所管大臣による備蓄等の必要な措置

その他
• 所管大臣による事業者への調査
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新型コロナウイルス感染者等情報把握･管理支援システム（HER-SYS）
(Health Center Real-time Information-sharing System on COVID-19)

HER-SYSは新型コロナウイルス感染者等の情報（症状、行動歴等）を電子的に入力、

一元的に管理、関係者間で共有するもので、医師等が発生届等をパソコン･タブレッ

トで入力・報告すれば、保健所が手書き、ＦＡＸをパソコンに入力する作業も減少。

「現場の保健所職員等の作業のＩＴ化・ワンスオンリー化」が期待されてきた。

療養者の健康観察も、本人や保健所のデータ入力で可能である。しかしいずれもファ

クシミリが多用されている。

(資料：厚生労働省ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/conte
nt/10900000/000728154.pdf)
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